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オホーツク総合振興局管内市町村決算の状況 

 

１ 概要 

○ 平成２９年度における管内１８市町村（３市１４町１村）の普通会計決算状況は、平

成２８年度と比較して、歳入が１３億２４百万円（５．９５％）、歳出が１３億７５百

万円（６．３１％）の増加となっている。 

 

○ 歳入歳出ともに最も低かった平成２０年度と比較して、歳入が４４７億１０百万円（２

３．３９％）、歳出が４３８億５５百万円（２３．３６％）の増加となっている。 

 

   【歳入】２，３５８億４３百万円 （平成２８年度 ２，２２６億０１百万円） 

   【歳出】２，３１５億７７百万円 （平成２８年度 ２，１７８億３０百万円） 

 

 

２ 決算収支 

○ 平成２９年度の歳入歳出差引額（形式収支）は４２億６６百万円の黒字となっている。 

 

○ 形式収支から繰越明許費などの翌年度に繰り越すべき財源（２億９４百万円）を差し

引いた実質収支は、３９億７２百万円の黒字となっており、実質収支比率は３．４ポイ

ントとなっている。 

 

○ 実質収支は、管内１８市町村のうち、西興部村で赤字となっている以外は黒字である。 
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３ 歳入 

○ 地方税は２．７％の増加となっている。 

 

 

  ○ 地方交付税は、４．５％の減少となっている。 

    また、地方交付税の振替えとして発行される臨時財政対策債を含む実質的な地方交付

税は、およそ３，６７５百万円の減少となっている。 

 

  ○ 地方譲与税等は、前年度に比べて配当割交付金、ゴルフ場利用税交付金等が減少して

いるが、軽油・自動車取得税交付金等の増加により、全体で７．０％の増加となってい

る。 

 

  ○ 国庫支出金は、建設事業に係る支出金などの増により１．４％の増加、道支出金は子

育て支援制度に係る支出金などの増により５３．７％の増加となっている。 

   

  ○ 地方債は、臨時財政対策債が前年度と比べ１．３％増加しており、地方債全体では２

１．４％の増加となっている。 

 

  ○ その他は、基金からの繰入金の増加などにより、３．１％の増加となっている。 
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４ 歳出 

○ 人件費は、６．８％の減少となっている。 

  ○ 扶助費は、社会福祉費の増加などにより２．２％の増加となっている。 

 

  ○ 公債費は、過去に発行した地方債の償還額の減少などにより３．７％の減少となって

いる。 

 

  ○ 投資的経費は、大雨災害に伴う災害復旧事業費が増加したこと等により、全体で３２．

９％の増加となっている。 
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○ 管内平均の歳入決算額の内訳を構成比別に見ると、地方税が全体の１５．３％、地方

交付税が３２．８％を占めている。 

 

○ 全道平均と比較すると、地方税が５．５％下回り、地方交付税が９．１％上回って 

いる。 
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○ 管内平均の歳出決算額（性質別）の内訳を構成比別に見ると、義務的経費（人件費、

扶助費、公債費）が全体の３２．８％を、投資的経費（普通建設事業、災害復旧事業費

等）が２３．９％を占めている。 

 

○ 全道平均と比較すると、人件費は▲１．２％、公債費が１．１％、投資的経費が８．

８％上回っている。 
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※ 人口は、平成３０年１月１日住民基本台帳による。 

 

○ 管内平均の人口１人当たりの歳入決算額は８２７千円であり、全道平均と比較すると

３５７千円多くなっている。 

 

○ 歳入額が大きい費目は、地方交付税（２７１千円）、国・道支出金（１５９千円）、

その他（１４５千円）の順となっている。 

 



7 

 

※ 人口は、平成２９年１月１日住民基本台帳による。 

○ 管内平均の人口１人当たりの歳出決算額は８１１千円であり、全道平均と比較すると

３０１千円多くなっている。  

 

○ 歳出額が大きい費目はその他（３５１千円）、投資的経費（１９４千円）、人件費（９

３千円））の順となっている。 
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５ 健全化判断比率・資金不足比率 

 

  地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づき、平成１９年度決算から新たに各市町 

村において算出することになった指標であり、各指標で定められている一定の基準を超える

と、財政健全化計画等を策定しなければならない。 

 

 

（１）実質赤字比率 

標準財政規模に対する一般会計等の実質赤字額の比率であり、財政規模に応じて、１１．

２５～１５％が早期健全化基準、２０％が財政再生基準となっている。 

なお、平成２９年度決算において、西興部村で実質赤字が発生している。 

 

（２）連結実質赤字比率 

標準財政規模に対する全会計の実質赤字額又は資金不足額の比率であり、財政規模に応

じて、１６．２５～２０％が早期健全化基準、３０％が財政再生基準となっている。 

なお、平成２９年度決算において、連結実質赤字が発生している市町村はない。 

 

（３）実質公債費比率 

普通会計における地方債の元利償還金のほか、公営企業会計及び一部事務組合等におけ

る地方債の元利償還金に対する普通会計からの負担金や償還金的な債務負担行為額なども   

加えた実質的な公債費指標であり、２５％が早期健全化基準、３５％が財政再生基準とな

っている。 

なお、平成２９年度決算において、地方債の許可団体となる１８％以上の市町村は発生

していない。 

また、管内平均は８．７％であり、全道平均（７．３％）と比較して、１．４ポイント

上回っている。 
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（４）将来負担比率 

○ 地方債残高のほか一般会計等が将来負担すべき実質的な負債(地方公社や損失補償を

行っている第三セクターに係るものを含む)を捉えた比率であり、３５０％が早期健全

化基準となっている。 

 

○ 平成２９年度決算において３５０％を超えた市町村はなく、管内平均は７５．０％で、

全道平均（５２．８％）と比較して２２．２ポイント上回っている。 

 

 

 

（５）資金不足比率 

○ 公営企業会計における事業規模に対する資金不足額の比率であり、２０％が経営健全

化基準となっている。 

 

○ 平成２９年度決算において資金不足が発生している市町村及び会計は、２団体２会計

であり、経営健全化基準を上回る会計はない。 

 

 

    
団体名 事業名 特別会計の名称 資金不足比率 

網走市 宅地造成事業 能取漁港整備特別会計 15.4 

斜里町 病院事業 病院事業会計 1 
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６ 経常収支比率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 管内平均（加重平均）の経常収支比

率は、８６．０％となっており、前年

度と同数値となっている。 

                       

○ 全道平均よりも５．１％低く、比率

が最も高い平成１９年度と比べると、

４．１％低い数値であるが、依然とし

て財政構造の硬直化が続いている。 

 

※ 経常収支比率・・・地方税、普通交付税のように

使途が特定されない経常的な収入（経常一般財源収

入）のうち、人件費、扶助費、公債費といった経常

的な支出（経常的経費）がどの程度占めているかを

表したもの。この比率により財政構造の弾力性を測

定する。 
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７ 地方債現在高及び積立金現在高 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 平成２９年度末の地方債現在高は、２，８８６億６１百万円で、前年度より１１億５

２百万円の増加（０．３％）となっている。 

 

 

 

○ 平成２９年度末の積立金現在高は、９０９億７３百万円で、前年度より１１億９０百

万円の増加（１．３％）となっている。 
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※ 人口は、平成２９年１月１日住民基本台帳による。 

 

○ 管内平均の人口１人当たりの積立金現在高は３１９千円であり、全道平均と比較する

と、２０９千円高くなっている。 

 

○ 地方債現在高は１，０１１千円で、全道平均より４５８千円高くなっている。
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